
公の施設の現状（平成22年度）
4 名古屋能楽堂

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

達成

第3次行財政改革計画期間内の取組目標
特記事項

64.0％

改
革
改
善
の
取
組
状
況

実績値(平成22年度)
目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

7,155 0 83,935

利用料金
制度の導入

　平成22年度に利用料金制度を導入します。 　利用料金制度の導入 平成22年度

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

めざす状態 到達段階 到達年度

舞台の利用率 70.0％ 68.6％

指標

実績(平成22年度)

利用料金制度導入

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

利用の促進
　次期指定管理期間より利用料金制度を導入することによ
り、一層の利用促進を図ります。

目標年度

めざす状態

　目標年次までに舞台の利用率
70％

64.0

収支率 ％ 44.0 53.0 48.2 45.2

44,094

使用料 その他特定財源

利用率（舞台）

平成19年度

　能楽その他の伝統芸能の振興を図るとともに、文化活動及び観光の推進に寄与するため設置された施設
です。具体的には、舞台等施設の貸出や、能楽の定例公演の開催、展示室の運営等を行っています。

平成20年度 平成21年度 平成22年度

％

計 計

指定
管理
施設

87,858 3,232 91,090

特記事項

一般財源

91,090

募集方式 公募 指定期間 4年
指定管理料

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位

その他

68.6 73.1 68.9

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理

利用料金
支出 収入



公の施設の現状（平成22年度）
5 公会堂

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

利用料金制度導入

92.4％

特記事項

到達段階 到達年度

基準値(平成19年度)

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

指標

84.1％

取組目標

73.1

実績値(平成22年度) 特記事項

平成22年度 達成

目標年度

74.7

85.0％

92.4

指標 単位 平成19年度

検討区分 改革改善の取組み

収支率 ％

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況

90.0利用率（大ホール） 84.1 85.0

66.5 67.8

％

平成22年度

124,972

一般財源 計 利用料金

49,399 52,874

指定管理料 その他 計 その他特定財源

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募

0

使用料

3,475

指定期間 4年

48,249
指定
管理
施設

4,625

支出 収入
　市民文化の向上及び住民福祉の増進を図るため設置された施設です。具体的には大ホール、4階ホール
等施設の貸出を行っています。

平成20年度

特記事項

52,874

目標値(平成22年度)めざす状態

平成21年度

取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

めざす状態

改
革
改
善
の
取
組
状
況

実績(平成22年度)

改
革
改
善
の
取
組
目
標

利用の促進
　次期指定管理期間より利用料金制度を導入することによ
り、一層の利用促進を図ります。

　目標年次までに大ホールの利
用率85％

大ホールの
利用率

利用料金制
度の導入

　平成22年度に利用料金制度を導入します。

改革改善の取組み

　利用料金制度の導入

検討区分



公の施設の現状（平成22年度）
6 市民会館

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

実績値(平成22年度)
めざす状態

特記事項
改
革
改
善
の
取
組
状
況

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

88.1％

目標値(平成22年度)

81.6％

基準値(平成19年度)

平成19年度

　指定管理者の管理運営について、評価・指導していくこと
により、一層の利用促進を図ります。

収支率 ％ 55.3

％ 81.6 81.3

単位指標

　目標年次までに大・中ホールの
平均利用率87％

大・中ホールの
平均利用率

87.0％利用の促進

64.9 66.0 65.8

利用率（大・中ホールの平均） 88.1

288,302 260,582

改
革
改
善
の
取
組
目
標

指標
検討区分 改革改善の取組み

取組目標

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況

特記事項

平成22年度平成20年度 平成21年度
特記事項

86.0

一般財源 計 利用料金

指定
管理
施設

226,507 61,795 288,302 6,786 52,500 229,016

支出 収入
　芸術文化の振興及び市民福祉の向上を図るため設置された施設です。具体的には、大ホールや中ホー
ル等施設の貸出を行っています。

指定管理料 その他 計 使用料 その他特定財源

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 4年



公の施設の現状（平成22年度）
7 芸術創造センター

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

リハーサル室
及び練習室の
平均利用率

90.0％

88.4

特記事項
第3次行財政改革計画期間内の取組目標

実績値(平成22年度)
改
革
改
善
の
取
組
状
況

改
革
改
善
の
取
組
目
標

指標
取組目標

検討区分

利用の促進
　指定管理者の管理運営について、評価・指導していくこと
により、一層の利用促進を図ります。

　目標年次までにリハーサル室及
び練習室の平均利用率90％

改革改善の取組み
めざす状態

収支率 ％ 39.8 37.5 40.3 39.6

％

利用率（リハーサル室及び練習室の平均） ％ 83.7 84.3 86.9

82.1 79.7 83.3

88.4％

目標値(平成22年度)

83.7％

基準値(平成19年度)

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位 平成19年度

利用率（ホール）

平成20年度 平成21年度 平成22年度

92,312

特記事項

114,549 659

公募 指定期間 4年
一般財源　芸術文化の創造及び芸術文化活動の交流の場を市民に提供するとともに、芸術文化に関する情報資料

の供用等を行うことにより、芸術文化の振興に寄与するため設置された施設です。具体的には、ホールやリ
ハーサル室等施設の貸出や、資料室の運営を行っています。

指定管理料

22,237 58,116

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式

計

0 113,890

[市民経済局]

計
支出 収入
その他 利用料金

114,549

使用料 その他特定財源

80.5

指定
管理
施設



公の施設の現状（平成22年度）
8 青少年文化センター

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

収支率 ％ 78.6 77.6 83.1

　平成22年度に利用料金制度を導入します。 　利用料金制度の導入

90.8

管
理
運
営
指
標
の
状
況

平成20年度 平成21年度 平成22年度

利用率（大ホール） ％ 89.3 89.6 91.6 90.3

特記事項

取組状況
特記事項

指標 単位 平成19年度

使用料 その他特定財源

指定
管理
施設

81,130 102,958 184,088 164 143,494

計その他

[市民経済局]

40,430

一般財源 計 利用料金

67,946184,088

支出 収入指定期間 4年

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募

　芸術文化の創造及び芸術文化活動の交流の場を市民に提供することにより、青少年の芸術文化の振興に
寄与するため設置された施設です。具体的には、ホールや練習室等施設の貸出や、青少年ひろばの運営
等を行っています。

指定管理料

到達年度

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

到達段階

ホールの
利用率

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

利用の促進

平成22年度

　指定管理者の管理運営について、評価・指導していくこと
により、一層の利用促進を図ります。

　目標年次までにホールの平均
利用率90％

検討区分

利用料金
制度の導入

実績値(平成22年度) 特記事項
めざす状態 指標 目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

改
革
改
善
の
取
組
状
況 利用料金制度導入

90.0％ 90.3％

改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

実績(平成22年度)
めざす状態 目標年度

達成

89.3％



公の施設の現状（平成22年度）
9 文化小劇場（１３か所）

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

（瑞穂）
　平成20年度 実施設計
（昭和）
　整備の検討

80.6％

到達段階 到達年度

　文化小劇場の全区整備(中区除
く)
　瑞穂文化小劇場
　昭和文化小劇場

取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

平成22年度平成23年度
未定

(瑞穂)整備
(昭和)整備
の検討

実績(平成22年度)
めざす状態

79.4 80.7 80.6

目標年度

機能の縮小

　検討した結果、「機能の縮小」には取組まないこととしまし
た。
【理由】
　文化小劇場はこれまで地域の文化活動拠点として、順次
各区に整備する計画により設置してまいりました。残る2館
(瑞穂･昭和)についても、区民の利便性や利用状況に配慮
しながら整備を進めます。

利用率（13館のホール平均）

23.4％

平成19年度 平成20年度

検討区分

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

改革改善の取組み

平成21年度 平成22年度

22.6 23.1 24.4収支率（13館平均）

782,067721,006 61,381 782,387 320 0 222,681782,387

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位

％ 78.9

指定
管理
施設

　市民の身近な文化活動の場を提供することにより、市民文化の振興に寄与するため設置された施設です。
具体的には、ホールや練習室等施設の貸出や、地域文化振興のための主催事業を実施しています。

指定管理料 その他

特記事項

一般財源 計 利用料金
支出 収入

計 使用料 その他特定財源

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 4年

特記事項
めざす状態 指標 目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

改
革
改
善
の
取
組
目
標

改
革
改
善
の
取
組
状
況

1区1館施設の見
直しの検討
（平成23年2月
検討結果公表）

利用の促進
　　指定管理者の管理運営について、評価・指導していくこ
とにより、一層の利用促進を図ります。

　目標年次までにホールの平均
利用率80％

ホールの
利用率

80.0％ 78.9％

実績値(平成22年度)



公の施設の現状（平成22年度）
10 市民ギャラリー（２か所）

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

利用料金
制度の導入

　平成20年度に市民ギャラリー矢田に、平成22年度に市民
ギャラリー栄に利用料金制度を導入します。

　利用料金制度の導入
平成20年度
平成22年度

検討区分 改革改善の取組み
第3次行財政改革計画期間内の取組目標

到達段階 到達年度

実績値(平成22年度)
めざす状態 指標

　目標年次までに利用率75％ 利用率 75.1％

特記事項
目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

63.2％

実績(平成22年度)

（矢田）平成20年度 利用料
金制度導入
（ 栄 ）平成22年度 利用料金
制度導入

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

改
革
改
善
の
取
組
状
況

75.0％

達成
平成20年度
平成22年度

30.2 29.3 31.8

67.5 63.2

54.2

めざす状態

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

利用の促進
（矢田）

　次期指定管理期間より利用料金制度を導入することによ
り、一層の利用促進を図ります。

目標年度
取組目標

平成22年度

利用率（市民ギャラリー栄） ％ 100 100 100 100

平成21年度平成20年度

収支率（市民ギャラリー矢田） ％ 33.9

利用率（市民ギャラリー矢田） ％ 75.1

％ 46.0

67.4

74,08048,892

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位 平成19年度

収支率（市民ギャラリー栄）

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 4年

[市民経済局]

計
支出 収入

計 使用料 その他特定財源 利用料金

特記事項

指定
管理
施設

46,881

一般財源

74,080

48.3 49.9

397 14,957 58,726

　美術作品等の発表の場を提供することにより、市民文化の振興に寄与するため設置された施設です。具
体的には、展示室の貸出や、アートにより親しんでもらうための主催事業を実施しています。

指定管理料 その他

25,188



公の施設の現状（平成22年度）
11 演劇練習館

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

改
革
改
善
の
取
組
状
況

実績値(平成22年度) 特記事項

実績(平成22年度)

利用料金
制度の導入

　平成22年度に利用料金制度を導入します。 　利用料金制度の導入

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

利用率 79.0％

めざす状態

目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

目標年度

利用料金制度導入達成

80.0％

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

80.9％

到達年度到達段階

めざす状態 指標

　目標年次までに利用率（全室の
平均）80％

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

利用の促進
　次期指定管理期間より利用料金制度を導入することによ
り、一層の利用促進を図ります。

平成22年度

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況

利用率（全室の平均） 80.9

23.2 23.4

％ 79.0 80.1 79.3

収支率 ％ 24.6 23.6

指標 単位 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

指定
管理
施設

44,390 120 44,510 13,003

特記事項

43 0

　演劇その他の舞台芸術の練習の場を市民に提供することにより、芸術文化の振興に寄与するため設置さ
れた施設です。具体的には、リハーサル室や練習室等施設の貸出や、子ども向けワークショップや演劇情
報の提供等の主催事業を行っています。

指定管理料 その他 一般財源

44,467

特記事項

44,510

計 利用料金
支出 収入

計 使用料 その他特定財源

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 4年



公の施設の現状（平成22年度）
12 音楽プラザ

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

46.2

特記事項

利用率 95.0％ 93.1％ 93.6％

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

50.8

実績値(平成22年度)
指標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

利用の促進
　目標年次までに利用率（合奏
場、大・中リハーサル室の平均）
95％

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況

　次期指定管理期間より利用料金制度を導入することによ
り、一層の利用促進を図ります。

めざす状態

93.4 93.6利用率（合奏場、大・中リハーサル室の平均） ％

収支率 ％ 48.9 48.2

93.1 94.2

利用料金

指標 単位 平成19年度

特記事項

平成20年度 平成21年度 平成22年度

54,907

指定管理料 その他 計

特記事項

17,531

一般財源 計
支出 収入

使用料 その他特定財源

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 2年

18,791

改
革
改
善
の
取
組
目
標

改
革
改
善
の
取
組
状
況

検討区分 改革改善の取組み

　音楽その他の舞台芸術の練習の場を市民に提供することにより、芸術文化の振興に寄与するため設置さ
れた施設です。具体的には、合奏場やリハーサル室等施設の貸出を行っています。

　指定期間については、平成24年度以降隣接する市民会館と一体で管理運営することで、一層の効率化を
図ることを検討しています。そのため、両施設の指定期間を合わせる必要があることから、平成22年度からの
指定期間を一時的に短縮し、2年としました。

指定
管理
施設

54,787 120 2,043 35,333 54,907

取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標
実績(平成22年度)

めざす状態 目標年度 到達段階 到達年度

利用料金制度導入
利用料金

制度の導入
　平成22年度に利用料金制度を導入します。 　利用料金制度の導入 平成22年度 達成



公の施設の現状（平成22年度）
13 短歌会館

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

特記事項

（平成19～22年度）利用者説
明会を開催し、利用者との調
整を行うとともに、管理運営期
間を平成23年度末までに延
期

　平成23年3月に
存続を求める請
願受領

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

改
革
改
善
の
取
組
状
況

実績(平成22年度)

平成22年度 達成

95.3

33.9

特記事項
めざす状態 目標年度 到達段階 到達年度

管
理
運
営
指
標
の
状
況

平成19年度

95.0

　築後45年が経過し、施設の耐震性に問題があることから、
平成20年度に施設利用者等関係者との調整を行い、廃止
を視野に入れ、検討を行います。

　施設の廃止

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

廃止

指定
管理
施設

97.4 97.7

収支率 ％ 33.2 33.6

利用率（全室の平均） ％

31.3

特記事項

指標 単位

5,560

平成20年度 平成21年度 平成22年度
取組状況

一般財源 計 利用料金

0 16,57116,451 120 16,571 ―11,011

支出 収入
　市民文化の向上を図るため設置された施設です。具体的には、集会室や和室等施設の貸出を行っていま
す。

　指定期間については、現在廃止を視野に入れた検討を行っているため、平成22年度からは期間を短縮
し、2年としました。

指定管理料 その他 計 使用料 その他特定財源

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 2年



公の施設の現状（平成22年度）
14 東山荘

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

実績値(平成22年度) 特記事項
基準値(平成19年度)

　目標年次までに利用率（全室の
平均）55％

55.0％ 55.3％

指標 目標値(平成22年度)

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

31.5

管
理
運
営
指
標
の
状
況

平成19年度

62.0

　次期指定管理期間より利用料金制度を導入することによ
り、一層の利用促進を図ります。

検討区分 改革改善の取組み

単位

利用率（全室の平均） ％

34.3

利用の促進 利用率 62.5％

収支率 ％

めざす状態

34.0 31.7

取組目標

62.5

平成20年度 平成21年度 平成22年度
取組状況

特記事項
指標

58.655.3

利用料金

3,574

特記事項

使用料 その他特定財源 一般財源計 計
支出 収入

　市民の茶道、花道等の伝統的芸術の振興を図るため設置された施設です。具体的には、茶室や和室等
施設の貸出や、市民茶会等の主催事業を実施しています。

指定管理料 その他

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 4年

改
革
改
善
の
取
組
目
標

改
革
改
善
の
取
組
状
況

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

実績(平成22年度)
めざす状態 目標年度 到達年度

役割の
再整理

　平成20年度に文化財登録の申請手続きを行います。そし
て、公の施設である登録文化財として指定管理者制度を活
用して保存活用を図っていきます。

　登録文化財として保存活用 平成22年度 達成
　文化庁に手続を依頼してい
る。茶室、庭園等施設を生か
した事業を実施。

指定
管理
施設

11,521 2,472 13,993 0 0 13,993 13,993

到達段階



公の施設の現状（平成22年度）
15 コミュニティセンター（２０８か所→２１１か所）

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費等を記載

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 非公募 指定期間 4年 支出 収入

　心の豊かさとふれあいのある地域社会の形成をめざし、地域のコミュニティ活動を促進するため、多目的な
利用に供するため設置した施設です。概ね小学校通学区域ごとに１館を整備しています。

　コミュニティセンターの管理運営に携わること自体がコミュニティ活動の推進につながるとの考え方から、公
募によることなく、地域の公共的団体を指定管理者に指定しています。

指定管理料 その他 計 使用料 その他特定財源 一般財源 計 利用料金

指定
管理
施設

155,089 31,779 186,868 146 2,409 184,313 186,868 ―

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1館あたり利用者数 人 12,647 12,996 13,158 13,292

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

利用の促進

　各コミュニティセンター指定管理者に対し、より適切な施設
運営と積極的な広報を指導します。また、広く市民に利用さ
れるよう、市ウェブサイトや広報紙を利用して利用案内の広
報に努めます。

12,647人

到達年度

特記事項
めざす状態 指標 目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

　目標年次までに平成19年度の
利用者数に対し10％増加

1館あたり
利用者数

13,912人 13,292人

改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

実績(平成22年度)
めざす状態 目標年度 到達段階

他施設との連携事業の実施
役割の
再整理

　各局が実施する出張講座などでコミュニティセンターが活
用されるよう、関係局及び指定管理者に働きかけ、地域課題
解決の学習･実践の場として、利活用の範囲拡大を図りま
す。
・各局の出張講座などの調査･把握とメニュー作成及び各館
への周知
・柔軟な受け入れ体制などの条件整備
・地域福祉事業との連携による有効活用の推進

　他施設との連携 平成21年度 達成

改
革
改
善
の
取
組
状
況

実績値(平成22年度)

検討区分



公の施設の現状（平成22年度）
16 地区会館（６か所）

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費等を記載

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 4年 支出 収入

　支所管内において、学習、集会、体育、レクリエーション等地域住民の多目的な利用に供するとともに、本
市の実施する福祉、教育、文化等に関する事業のために活用するため設置された施設です。具体的には、
集会室、和室、茶室、実習室、体育室のほか、児童室、図書室などを備えており、地域住民を中心に利用に
供しています。

　平成22年度から指定管理者制度及び利用料金制を導入しています。

指定管理料 その他 計 使用料 その他特定財源 一般財源 計 利用料金

指定
管理
施設

106,450 23,834 130,284 397 3,301 126,586 130,284 21,478

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

集会室の利用率（6館平均） ％ 45.5 48.2 49.4 50.7

平成22年5月6日
徳重地区会館開館

体育室の利用率（6館平均） ％ 82.4 81.7 81.6 84.7

実習室の利用率（6館平均） ％ 49.3 51.8 52.2 51.1

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

利用の促進

　市ウェブサイトへの施設PRコンテンツ掲載や区内の各種会
議での施設PRなど、多様な機会や手法を用いて積極的な
施設の利用PRをし、地域ニーズの掘り起こしと利用促進を
図ります。

目標年度

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

改
革
改
善
の
取
組
状
況

実績値(平成22年度) 特記事項
めざす状態 指標 目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

　目標年次までに平成19年度の
専用利用施設の平均利用率の
10％増加

専用利用施設
の平均利用率

54.3％ 49.3％ 50.3％

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

実績(平成22年度)
めざす状態

指定管理者制度導入

到達段階 到達年度

指定管理者
制度の導入

　平成21年度　指定管理者公募
　平成22年度　指定管理者制度導入

　指定管理者制度の導入 平成22年度 達成



公の施設の現状（平成22年度）
17 なごやボランティア・NPOセンター

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 4年 支出 収入

　ボランティアやＮＰＯの活動を支援・促進するため設置された施設です。具体的には、市民活動に関する
情報収集や提供、相談、講座等を実施しているほか、会議室・集会室やフリースペースなどの提供や印刷
機・備品などの設備の貸出等を行っています。また、ホームページに団体登録していただくことにより、団体
の活動を広く情報提供しています。

指定管理料 その他 計 使用料 その他特定財源 一般財源 計 利用料金

指定
管理
施設

29,400 2,053 31,453 0 1,780 29,673 31,453 2,546

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位 平成22年度

集会施設利用率 ％ 69.9 75.5 74.0 72.9

主催講座・イベント回数 回 50

平成19年度 平成20年度 平成21年度

ホームページ上で登録している団体数 団体 146 302 541 679

45 64 73

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

利用の促進
　　特に午前の利用率が低いため、シニア世代の市民活動
団体に向けて個別・重点的にセールス活動を行います。

めざす状態 指標 目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

　目標年次までに利用率77.6％
集会施設
利用率

77.6％ 69.9％ 72.9％

第3次行財政改革計画期間内の取組目標 改
革
改
善
の
取
組
状
況

実績値(平成22年度) 特記事項



公の施設の現状（平成22年度）
18 国際展示場

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

目標年度 到達段階 到達年度

利用料金
制度の導入

　現在、第１展示館の整備を進めており、その状況を見つ
つ、利用料金制度を導入してまいります。

　利用料金制度の導入 平成25年度 ―

― 45.4％ 37.2％

　第一展示館の
整備の状況を勘
案し、利用料金
制度の導入を検

討

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

実績(平成22年度)
めざす状態

実績値(平成22年度) 特記事項
めざす状態 指標 目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

改
革
改
善
の
取
組
状
況

利用の促進
　指定管理者に対して一層の取り組み強化を要請するととも
に、設備の機能強化や更新を進め、利用率の向上に努めま
す。

　収支状況や施設の整備状況を
勘案した、最善の利用率達成

利用率

景気低迷等により利用率が低下し
たが、指定管理料等の経費削減に
より収支率が向上

収支率 ％ 221.0 177.1 186.1 209.3

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

利用率（展示施設） ％ 45.4 41.6 40.0 37.2

341,417 ―

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位

一般財源 計 利用料金

指定
管理
施設

228,890 112,527 341,417 645,722 68,859 △ 373,164

支出 収入
　産業貿易の振興及び国際経済交流の促進並びに市民福祉の向上に資するため設置された施設です。具
体的には、展示施設3館とホール、会議ホール・会議室７室や駐車場等を備え、利用に供しています。

指定管理料 その他 計 使用料 その他特定財源

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 4年



公の施設の現状（平成22年度）
19 中小企業振興会館

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

利用料金制度導入

目標年度 到達段階 到達年度

利用料金
制度の導入

　平成22年度に利用料金制度を導入します。 　利用料金制度の導入 平成22年度 達成

77.6％ 67.9％ 63.6％

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

実績(平成22年度)
めざす状態

実績値(平成22年度) 特記事項
めざす状態 指標 目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

改
革
改
善
の
取
組
状
況

利用の促進
　指定管理者に対して一層の取り組み強化を要請するととも
に、設備の機能強化や更新を進め、利用率の向上に努めま
す。

　展示施設の利用率77.6％ 利用率

　景気低迷等の影響を受け、目標
は達成できなかったが、利用料金
制の導入により利用率及び収支率
が向上した。

収支率 ％ 216.9 205.3 189.5 212.4

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

利用率（展示施設） ％ 67.9 62.0 59.5 63.6

55,972 450,694

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位

一般財源 計 利用料金

指定
管理
施設

53,445 2,527 55,972 22,956 320,012 △286,996

支出 収入
　中小企業の振興及び産業貿易の促進並びに市民福祉の向上を図るため設置された施設です。具体的に
は、吹上ホール、ファッション展示場、メインホール、展望ホール、会議室10室や駐車場等を備え、利用に供
しています。

指定管理料 その他 計 使用料 その他特定財源

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 4年



公の施設の現状（平成22年度）
20 公設市場（１０か所→９か所）

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

達成

（平成20年度）
有松公設市場、西公設市場
の廃止

（平成22年度）
南公設市場の廃止

実績(平成22年度) 特記事項
改
革
改
善
の
取
組
状
況

めざす状態 目標年度 到達段階 到達年度
改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

廃止

　地域に支持されている市場については、地域との交流事
業や環境・高齢者に配慮した店舗づくりなど、地域密着型市
場づくりを支援し、市民ニーズを失った市場については、随
時廃止します。

　地域に支持されている市場の支
援、市民ニーズを失った市場の廃
止

随時

地域密着事業の実施割合（廃止した市場を除く） ％ 67 60 70 67

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

店舗利用率80％以上の市場割合（廃止した市場
を除く）

％ 67 80 80 78

15,288 ―

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位

一般財源 計 職員数

直営
施設 9,649 5,639 15,288 50,735 4 △ 35,451

支出 収入
　日用必需品を小売させ、市民の消費生活の安定向上を図る目的で設置された施設です。

　名古屋市公設市場条例に基づき、販売人に販売業務の許可等を行うなど行政判断を伴う業務が多くある
ことから、市直営としています。

管理運営費 その他 計 使用料 その他特定財源

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 15,288
管理運営形態 市直営による管理 募集方式 ― 指定期間 ―



公の施設の現状（平成22年度）
21 名古屋城 [市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 市直営による管理 募集方式 - 指定期間 - 支出 収入

　全国有数の城郭であり、多くの観光客が訪れる貴重な観光資源です。当地の歴史や文化を国内外に発信
する名古屋のシンボルであるとともに、市民の憩いの場としても親しまれています。

　日常の維持管理、天守閣内の展示運営、四季折々の催事の開催など、経常的な管理運営業務に加え、
石垣の修復や重要文化財建造物の修理などの整備を、特別史跡全体整備計画に基づき進めています。名
古屋城に関する業務は多岐にわたり、他官庁との調整も多く、市直営により管理しています。

管理運営費 その他 計 使用料 その他特定財源 職員数

直営
施設 491,040 28,105 519,145 368,960 58,357 91,828 519,145

一般財源 計

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1,196,500     

27

特記事項

1,517,727

特記事項管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
指標 単位

1,352,344年間入場者数 人 1,246,279  



公の施設の現状（平成22年度）
22 名古屋国際会議場

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 公募 指定期間 4年 支出 収入

　国際交流の推進や産業、学術、文化の向上に資するため設置された施設です。具体的には、国際会議を
はじめとするコンベンションや音楽会、展示会などの利用に供しています。

指定管理料 その他 計 使用料 その他特定財源 一般財源 計 利用料金

指定
管理
施設

0 73,157 73,157 28,391 55,337 △ 10,571 73,157 929,468

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

利用率 ％ 75.0 70.9 66.0 67.6

収支率 ％ 115.8 97.2 92.7 114.5

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
; 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

改
革
改
善
の
取
組
状
況

利用の促進
　指定管理者の取り組む利用者サービス向上策について、
一層の取り組み強化を要請するとともに、設備の機能強化
や更新を進め、利用率の向上に努めます。

　収支状況や市の大規模コンベン
ション誘致方針を勘案した、最善
の利用率達成

利用率

実績値(平成22年度) 特記事項
めざす状態 指標 目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

― 75.0％ 67.6％

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

実績(平成22年度)
めざす状態

利用料金制度導入

目標年度 到達段階 到達年度

利用料金
制度の導入

　平成22年度に利用料金制度を導入します。 　利用料金制度の導入 平成22年度 達成 平成22年度



公の施設の現状（平成22年度）
23 中央卸売市場本場・北部市場

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 市直営による管理 募集方式 ― 指定期間 ― 支出 収入

　生鮮食料品等の取引の適正化と流通の円滑化を図ることにより、市民生活の安定を実現するために設置
された施設です。具体的には、卸売場などの市場施設を設置管理し、卸売業者などが青果物・水産物等の
集荷及び分荷を行っています。

　卸売市場法及び名古屋市中央卸売市場業務条例等に基づき設置され、市場取引にかかる許認可事務、
市場業務の監督・指導等行政行為など行政判断を伴う業務が多くあることから、市直営としています。

管理運営費 その他 計 使用料 その他特定財源 一般財源 計 職員数

直営
施設 2,957,892 95,577 3,053,469 3,098,044 0 △ 44,575 3,053,469 50

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位

取扱数量の伸率
（前年度対比）

％ 97.3 97.3 96.6 92.8

千円 252,812

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

2,358 2,427

収支率 ％ 77.9 82.7 85.6 88.1

光熱費及び汚水処理コスト

　老朽化した空調設備の改修に際してコージェネレーション
方式を導入し、また下水道に接続することにより、光熱費及
び市場内における汚水処理に係るコストを削減します。

光熱費及び汚水処理コストの削減
光熱費及び汚
水処理コスト

265,284 228,612 216,621

取扱数量１トンあたりの運営費
（管理運営費/取扱数量）

円 2,513 2,413

めざす状態 指標 目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)
改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標 第3次行財政改革計画期間内の取組目標

経費の縮減 244,668千円 252,812千円 216,621千円

実績値(平成22年度) 特記事項改
革
改
善
の
取
組
状
況



公の施設の現状（平成22年度）
24 中央卸売市場南部市場

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 市直営による管理 募集方式 ― 指定期間 ― 支出 収入

　生鮮食料品等の取引の適正化と流通の円滑化を図ることにより、市民生活の安定を実現するために設置
された施設です。具体的には、卸売場などの市場施設を設置管理し、卸売業者などが食肉の集荷及び分
荷を行っています。

　卸売市場法及び名古屋市中央卸売市場業務条例等に基づき設置され、市場取引にかかる許認可事務、
市場業務の監督・指導等行政行為など行政判断を伴う業務が多くあることから、市直営としています。

管理運営費 その他 計 使用料 その他特定財源 一般財源 計 職員数

直営
施設 1,901,466 38,105 1,939,571 1,129,289 0 810,282 1,939,571 11

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位 平成22年度

取扱数量の伸率
（前年度対比）

％ 189.1 102.0 102.1 97.8

取扱数量１トンあたりの運営費 円 19,314

平成19年度 平成20年度 平成21年度

1頭当たりの光熱水費 円 593 753 553 562

22,384 19,353 20,764

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

経費の縮減
　効率的で環境にやさしい施設の運営に努め、光熱水費の
縮減を図ります。

めざす状態 指標 目標値(平成22年度) 基準値(平成19年度)

　目標年次までに1頭当たりの光
熱水費5％減

光熱水費 563円/頭 593円/頭 562円/頭

第3次行財政改革計画期間内の取組目標 改
革
改
善
の
取
組
状
況

実績値(平成22年度) 特記事項



公の施設の現状（平成22年度）
25 南部と畜場 [市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 　市直営による管理 募集方式 ― 指定期間 ― 支出 収入

 　市場併設と畜場として、食用に供するため衛生的に牛・豚等の獣畜を適正処理し、市場に供給することを
目的とした施設です。具体的には、と畜施設を設置管理し、と畜業者が獣畜のと畜解体業務を行っていま
す。

　と畜場法及び名古屋市南部と畜場条例等に基づき設置され、市民に安全で安心な食肉を供給するため
市直営としています。

管理運営費 その他 計 使用料 その他特定財源 一般財源 計 職員数

直営
施設 720,560 51,321 771,881 191,860 0 580,021 771,881 13

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

と畜頭数の伸率
（前年度対比）

％ 118.1 101.2 102.5 96.0

と畜頭数１頭あたりの運営費 円 3,027 3,113 2,766 2,791



公の施設の現状（平成22年度）
26 文化センター（２か所）

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 市直営による管理 募集方式 ― 指定期間 ― 支出 収入

　社会福祉法に定める隣保事業を行う施設として設置された施設です。具体的には、生活相談を始め各種
相談事業や、地域交流の促進と教養文化の向上を図る各種講座・行事を実施することにより、地域社会全
体の中での福祉の向上や人権啓発の住民交流の拠点として運営しています。

  国で「市町村が運営する」と定められていることから、市直営としています。

管理運営費 その他 計 使用料 その他特定財源 一般財源 計 職員数

直営
施設 17,307 25,197 42,504 0 25,737 16,767 42,504 14

特記事項

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

主催事業実施回数 回 1,170 1,199 1,162 1,211

主催事業の延べ参加者数 人 19,558 21,506 18,069 19,433

利用者数 人 67,949 64,601 54,425 53,080

会議室等の利用率（２館の平均） ％ 73.3 73.6 73.2 73.3



公の施設の現状（平成22年度）
27 名古屋市民御岳休暇村

※支出のうち「その他」欄は、経常修繕費を記載

289,665 68,314

（平成19～22年度）あり方検
討会、公開討論会での意見
等を踏まえ、老朽化した施設
の対応を含め存続する方向
で検討

第3次行財政改革計画期間内の取組目標

改
革
改
善
の
取
組
状
況

実績(平成22年度) 特記事項
目標年度 到達段階 到達年度

　地域との協働により豊かな自然
を活かす事業展開

平成22年度
以降

自然の有効
活用策の策
定、施設の
廃止等

平成21年度

17,614 15,075

改
革
改
善
の
取
組
目
標

検討区分 改革改善の取組み
取組目標

廃止
地域と協働した自然保護・有効活用の新たな方策や施設の
廃止等について、市民ニーズや地元の意向等も踏まえつ
つ、検討を進めます。

めざす状態

45.6 43.8

自然体験事業実施状況（延べ参加者数） 人 19,815 21,205

特記事項

平成20年度 平成21年度 平成22年度

　自然と親しむレクリエーション活動の場として、設置された施設です。具体的にはセントラル・ロッジ、キャン
プ場の宿泊事業や、豊かな自然環境を活用した自然体験事業を実施しています。
　同施設が立地する長野県王滝村及び地元住民との良好な関係を保ち、自然体験事業の地元との連携・
協働を進めていくため、長年にわたって地元との信頼関係のある団体を、公募によらず指定管理者として指
定しています。
　指定期間については、平成22年度は施設のあり方を検討するため、期間を短縮し1年としました。

5

一般財源 計

管
理
運
営
指
標
の
状
況

取組状況
特記事項

指標 単位 平成19年度

45.0 43.4利用率（セントラル・ロッジ） ％

[市民経済局]

施
設
の
現
状

施設概要 市の収支状況(千円)　（平成22年度決算額）
管理運営形態 指定管理者による管理 募集方式 非公募

4,363 285,297

指定期間 1年

指定
管理
施設

283,653

支出
指定管理料 その他 利用料金

収入
計 使用料 その他特定財源

6,012 289,665


